
 

目黒区指定地域避難所安全確認協力の手引き 

（目黒区指定地域避難所の安全確認協力に関する要綱より） 

 

目黒区総務部施設課 

はじめに 

  この手引きは、目黒区における大規模な地震災害の発生を想定し、目黒区内の地域避

難所等建物についてあらかじめ安全確認協力員を定め、その協力のもとに速やかな応急

危険度判定を実施することを目的としています。これにより区災害対策本部が避難所等

開設・運営のための応急的判断を得ることや、避難所利用者への情報提供を期待してい

ます。 

 

防災ボランティアとの関係 

  この手引き中の判定活動は、目黒区判定実施本部が取りまとめる一般建築物の応急危

険度判定とは別のものとご理解ください。 

ただし判定活動実施の有無は、区内の発生震度及び同本部の立ち上げ・参集要請と連

動するものとします。避難所の応急危険度判定を速やかに行い、より多くの方々の避難

活動が円滑に行われるよう、皆様のご協力をお願いします。 

 

用語の定義 

  下記によるほか、建防協マニュアルおよび文教マニュアル中の定義を用います。 

・建防協マニュアル  ＝  「被災建築物 応急危険度判定マニュアル」 

                （（財）日本建築防災協会 全国被災建物応急危険度判定協議会） 

・文教マニュアル   ＝  「被災文教施設応急危険度判定方法について」 

                （文部科学省大臣官房文教施設企画部） 

・指定地域避難所等  ＝  地域避難所等のうち、このとりきめで指定したもの 

・安全確認協力員   ＝  各指定地域避難所等を担当する地元判定士 

 

安全確認協力員の心得 

①安全確認協力員はこの手引きを尊重し、避難所運営職員、地域住民等と協力して発災

直後の指定避難所等建築物について迅速かつ誠実に応急危険度判定を行っていただ

くようお願いします。  

②判定活動実施にあたっては余震及び火災等の発生情報に注意を払い、判定士自身の安

全確保を最優先してください。 

③判定活動における補償については、目黒区が加入する保険によって行います。 

 

判定活動 

別紙 判定活動要領（フローチャート）に従って判定活動を行ってください。 

説 明 会 資 料  

令和４年８月２日、３日

目黒区総務部施設課 
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指 定 地 域 避 難 所
等・安全確認協力員
リスト 

 →別紙１ 

※徒歩、自転車推奨 

※下記連絡先へ 

 

 

 

 

 

 

 

資機材リスト 
→別紙 1 

 

 

図面 
施設台帳 

→別紙 2－1 

～2－5 

 

 

文教ﾏﾆｭｱﾙ（抄） 
    →別紙３ 

記入ｶﾞｲﾄﾞ（RC造） 
→別紙４ 

記入ｶﾞｲﾄﾞ（Ｓ造） 
→別紙５ 

 

 

 

 

 

 

※下記連絡先へ、調査

票をそのまま送信

（送り状無し）。 

１．【指定地域避難所等への直接参集】 

① 震度６弱以上：区からの参集要請を待たず、       
一般判定活動に先んじて参集。 

② 震度５弱以上：区からの参集要請があった場合、 
一般判定活動に先んじて参集。 

 

２．【判定人員の確保】 

○原則として判定協力員１名以上 + 避難所運営員１名以上。 
※避難所運営員がいない場合はこれに準ずる職員等に協力依頼。 

※一般区民、避難者への協力依頼は安全かつ補助的作業のみ。 

３．【判定資機材の確認】 

○防災倉庫内の資機材を確認・取り出し。 

４．【判定対象建物の確認】        

○棟配置・EXP.J 位置・判定順位の確認。   
○各棟の施設台帳整理番号の確認。 

○目黒区で 

５－1．【判定調査】 

○「文教施設応急危険度判定調査表」で調査。 
○文教マニュアル（抄）を用いる（※記入ガイド参照）。 

５－2．【危険度の判定・表示】 

○判定ステッカー（建防協ﾏﾆｭｱﾙ・文教ﾏﾆｭｱﾙ共通）による表示。 
◆判定結果が「要注意」（黄色）となる場合には、判定調査表の   
コメント欄、ステッカーの注記欄の記入に際し、避難所開設・    
運営判断に有効な指標となるよう十分配慮する。 

６．【判定内容の説明・引渡し】 

○判定のコメント、注記について避難所運営員等に十分説明。 
◆避難所の開設・運営に関する注意事項、気づいた点を説明する。 
○資機材、記入済み判定調査表を避難所運営員等に手渡す。 

 

７．【解散】 

○各自現地解散 
※その後の一般判定活動参加など、ご協力よろしくお願いいたします。 

１位：体育館棟 

２位：職員室棟 

３位：その他の棟 

●判定終了の連絡・FAX 送信 

 

目黒区 総務部 施設課 
＜連絡先＞ 

●参集完了・判定開始の連絡 

◎震度４以下の場合、避難所は開設しません。 

電話：03-5722-9149  防災無線：104 
FAX：03-5722-9336  防災FAX：404 

E ﾒｰﾙ：sisetu01＠city.meguro.tokyo.jp 

 

判定活動要領（フローチャート） 

変更案 

震度５弱以上：区からの参集要請を待たず、 

一般判定活動に先んじて参集。 

参集指定職員は、震度５弱で自動参集します。 

整合を図るため、上記のとおり改正を行います。 

 



別紙 1 資機材リスト

 
 

＜資料・資材関係＞

２．判定活動要領（フローチャート） 

３．図面  ＊棟配置・EXP.J 位置等 確認用

４．施設台帳 ＊施設台帳整理番号等 確認用

５．調査表（RC造）／調査表（S造） ＊各５枚 

６．判定ステッカー（緑、黄、赤） ＊各色５枚

＜機材関係＞

７．下げ振り  ＊錘付き

８．コンベックス ＊レベル付き

９．懐中電灯 電池 ＊担当判定員人数分

１０．ホイッスル ＊担当判定員人数分

１１．クリップボード ＊Ａ４サイズ

１２．油性マーカー 

１３．ボールペン 

１４．ガムテープ 

１５．双眼鏡 

＜着衣関係＞

１６．マスク ＊担当判定員人数分

１７．軍手  ＊担当判定員人数分

１８．腕章  ＊「目黒区」表記 担当判定員人数分

１９．ヘルメット ＊黄色「目黒区」表記 担当判定員人数分

１．資機材バッグ ＊銀色リュックサック「目黒区」「応急危険度判定用

品」表記



令 和 4 年 度 　 公 立 学 校 施 設 等 の 総 括 表 （ 小 学 校 ）
都 道 府 県 名

設 置 者 名 目 黒 区

東 京 都

学 校 所 在 地 上 目 黒 2 － 1 9 － 1 5 学 校 名 め ぐ ろ 小 学 校

ふ り が な め ぐ ろ 整 理 番 号

0 0 4 2

様 式 1 － 2

①

識

別

コ

ー

ド

②

都

道

府

県

番

号

③

学

校

調

査

番

号

④

学

校

区

分

⑤

冬

季

分

校

番

号

B 1 3 0 0 0 0 0 1 1 1 0 3 4 7 1 2 3 S 4 3

⑦

市

町

村

番

号

⑩

寒

冷

区

分

⑧ 児 童 数 ⑨ 学 級 数 ⑪設置年度

コ ー ド 番 号 説 明 欄

③ 学 校 調 査 番 号

（0011～3500）

④ 学 校 区 分

（左の数値）

独 立 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 0

敷 地 が 隣 接 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 4
併 設 で 敷 地 の み 共 用 ・ 5

併 設 で 建 物 も 共 用 ・ ・ ・ 6

（右の数値）

本 校 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 1
分 校 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 2

冬 季 分 校 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 3

⑬ 児 童 数 （ 普 通 の 内 訳 ）
1 学 年 2 学 年 3 学 年 4 学 年 5 学 年 6 学 年

5 85 45 86 8 6 0 4 9

　
の

内

訳

必

要

面

積

普 通
特 別 支 援

積 雪 寒 冷

3 8 8 1

3 8 8 1

⑫ 校 　 舎
保 有 面 積 危 険 面 積

多 目 的 ス

ペ ー ス の

総 面 積

面

積

必

要 R S W 計 R S W 計

（

Ｒ

換

算

後

）

面

積

整

備

資

格

（

Ｒ

換

算

後

）

要

改

築

面

積

3 9 7 8 3 9 7 8

⑰ 地 域 ・ 学 校 連 携 施 設 保 有 面 積
R S W

⑱ 校 地 面 積
保 　 有

建 物 敷 地 運 動 場
実 験 実 習 地

そ 　 の 　 他
借 用

6 1 0 0 2 6 0 0

面

積

必

要

⑲ 屋 内 運 動 場

保 有 面 積 危 険 面 積

R S W 計

7 5 09 1 9

R S W 計

（

Ｒ

換

算

後

）

面

積

整

備

資

格

（

Ｒ

換

算

後

）

要

改

築

面

積

7 5 0 1 6 9

寄 宿 舎

保 有 面 積
面

積

必

要 R S W 計 R S W 計

（

Ｒ

換

算

後

）

面

積

整

備

資

格

（

Ｒ

換

算

後

）

要

改

築

面

積

危 険 面 積

21
⑳

寄

宿

児

童

数 ⑮ 児 童 生 徒 地 域 交 流 施 設 保 有 面 積

R S W

保 有 教 室 数22

特 別 教 室 関 係
普

　
通

理

　
科

生

　
活

音

　
楽

図

画

工

作

外

国

語

視

聴

覚

ュ

ー

タ

コ

ン

ピ

図

書

室

特

別

活

動

教

育

相

談

家

　
庭

1 3 1 1 1 1 3

相 手 方 の 学 校27

共 同 利 用 施 設 名28

学 校 名調 査 番 号

調 査 番 号 施 設 名

参

考

表

及

び

学

級

数

学

年

別

児

童

数

1
学

年

1
2

3

4
5

6
小計
特 別
支 援

計

当 年 度 ま で の 児 童 数 当 年 度 ま で の 学 級 数
Ｒ 3 年 度 Ｒ 3 年 度Ｒ 4 年 度 Ｒ 4 年 度

68
60

49
58

54
58

347

58

48
58

55
59

57

335

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

1212

335 347 12 12

2

国

庫

負

担

等

未

完

成

　
未

と

り

こ

わ

し

面

積

未

完

成

面

積

未

と

り

こ

わ

し

面

積

区 　 　 分 R S W

校 　 舎

屋 内 運 動 場

寄 宿 舎

校 　 舎

屋 内 運 動 場

寄 宿 舎

2

備

考

欄

文

部

科

学

省

保 有 教 室 等 の 総 面 積23

保 有 普 通 教 室

　 の 総 面 積

保 有 特 別 教 室

　 の 総 面 積

8 3 2 7 0 4

24 保 有 控 除 面 積

校

舎

運

動

場

屋

内

寄

宿

舎

2 1 6

25 借 用 面 積

校

舎

運

動

場

屋

内

寄

宿

舎

26 地 域 指 定 区 分 等
過

去

急

増

地

域

過

疎

地

域

山

村

地

域

豪

雪

地

域

離

島

へ

き

地

都

市

整

備

公

害

防

止

地

域

水

源

地

域

地

震

防

災

地

域

積

雪

地

域

寒

冷

地

域

用

途

地

域

防

火

準

防

火

総 務 省 都 市 計 画

3 3 3 42126696222

別紙2－1



令 和 4 年 度 　 公 立 学 校 等 建 物 の 棟 別 面 積 表
当 該 学 校 の 設 置 年 度 学 校 名 め ぐ ろ 小 学 校

整 理 番 号

0 0 4 2

様 　 式 2

設 置 者 名 目 黒 区 相 手 方 の 学 校 名S04

① 識 別 コ ー ド L ② 都 道 府 県 番 号 1 3 ③ 学 校 調 査 番 号 ④ 冬 季 分 校 番 号0 0 0 0

棟

番

号 枝

番

号

建

物

区

分

構

造

区

分

階

数

元

号

年 月

建 築 年 月
学

部

等

保

有

面

積

産

振

校

舎

面

積

補

助

年

度

費

用

費

用

と

り

こ

わ

し

記

号

補

助

面

積

補

助

面

積

公 立 文 教 他 事 業

国 庫 補 助
未

完

成

面

積

国

庫

負

担

等

保 有 外 建 物 面 積

保 有 控 除 建 物 一 時 使 用 ・ 借 用 建 物
建

物

種

面

積

借

用

の

別

一

時

使

用

面

積

事

由

わ

し

面

積

未

と

り

こ

備

　
　
考

⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱ ⑲ 22 23 24 25 26 27 28 29 30

0 1 0 屋 S 1 S 4 2 0 3 7 5 0

0 1 1 1

20 1 1

校

校

R

R

3 S 4 3 0 3

3 S 4 8 0 3 9 5 6

1 3 0 9

0 1 8 校 R 3 S 5 2 0 5 1 7 1 3

アスベスト撤去大改S62，H13耐震補強　保有控除給食室216㎡

H13耐震補強

H13耐震補強

H13耐震補強

コード説明 ⑥ 建 物 区 分
校 舎 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 校 児 童 生 徒 地 域 交 流 施 設 ・ ・ ・ 児

教 員 住 宅 　 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 住
共 同 利 用 施 設 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 共
部 室 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 部

⑦ 構 造 区 分
鉄 筋 コ ン ク リ ー ト 造 ・ ・ ・ ・ R
鉄 骨 造 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ S
木 造 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ W

⑫ 学 部 等
高 校 　 全 日 制 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 全

　 昼 　 定 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 昼
　 夜 　 定 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 夜
　 通 信 制 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 通

特 支 　 幼 稚 部 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 全
　 　 　 小 中 学 部 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 昼
　 　 　 高 等 部 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 夜

2 1 6

1 / 2

構造上の棟

増築の履歴

屋 内 運 動 場 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 屋
寄 宿 舎 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 寄
地 域 ・ 学 校 連 携 施 設 ・ ・ ・ ・ 連

別紙2－2



令 和 4 年 度 　 公 立 学 校 等 建 物 の 棟 別 面 積 表
当 該 学 校 の 設 置 年 度 学 校 名 め ぐ ろ 小 学 校

整 理 番 号

0 0 4 2

様 　 式 2

設 置 者 名 目 黒 区 相 手 方 の 学 校 名S04

① 識 別 コ ー ド L ② 都 道 府 県 番 号 1 3 ③ 学 校 調 査 番 号 ④ 冬 季 分 校 番 号0 0 0 0

棟

番

号 枝

番

号

建

物

区

分

構

造

区

分

階

数

元

号

年 月

建 築 年 月
学

部

等

保

有

面

積

耐

力

度

点

数

備

　
　
考

　
そ

の

２

⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ 21 31 41 20 42 43 44 46

0 1 0 屋 S 1 S 4 2 0 3 7 5 0

0 1 1 1

20 1 1

校

校

R

R

3 S 4 3 0 3

3 S 4 8 0 3 9 5 6

1 3 0 9

0 1 8 校 R 3 S 5 2 0 5 1 7 1 3

アスベスト撤去大改S62，H13耐震補強

H13耐震補強

H13耐震補強

H13耐震補強

コード説明 31 耐 震 基 準
旧 耐 震 基 準 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 1
新 耐 震 基 準 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 2

S 造 又 は 上 記 以 外 の 診 断 ・ ・ ・ ・ 4
未 実 施 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 5

32 33 34 38 39 40
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度
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値

耐 震 性 能
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値

I s
C T

S D
×

q

大
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模

改

造

年

度

内

部

改

修

外

部

改

修

設

備

改

修

改 修 履 歴

診 断 状 況
優 先 度 調 査 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 0
R 造 の 第 一 次 診 断 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 1
R 造 の 第 二 次 及 び 第 三 次 診 断 ・ ・ ・ ・ ・ 2
屋 体 の S 造 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 3

32 改 修 状 況
改 修 済 み ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 1
改 修 中 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 2
未 改 修 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 3
未 改 修 の う ち 当 年 度 実 施 予 定 ・ ・ ・ 4
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（ 令 和 4 年 度 ） 施設の配置図
縮

尺

1 / 6 0 0 （ B 4 ） 学

校

名
め ぐ ろ 小 学 校

（ 都 道 府 県 ） （ 市 町 村 ） （ 学 校 ）
整

理

番

号
0 0 4 2 － 3

1 3 1 1 0 0 3 5 20 5 10 15 20 25 ｍ

凡 例

リフト

EXP　J

EXP　J

建 　 物

未

危

借

一 時

簡

他

自

建 物 以 外 の 工 作 物

倉

吹

門

水

フ

防

キ

受

未 と り こ わ し 建 物

危 険 建 物

借 用 建 物

一 時 使 用 建 物

簡 易 な 小 規 模 構 造 物

当 該 学 校 以 外 の 建 物

倉 庫

自 転 車 置 場

吹 抜 け 渡 廊 下

正 門 ・ 通 用 門

外 階 段

水 飲 み 場

外

フ ェ ン ス

万 年 塀

防 球 ネ ッ ト

キ ュ ー ビ ク ル

受 水 槽

万

公

道

公

道

公 道

公 道

民 家

民 家

民 家

民 家

方 位

（ 北 に 矢 印 を 付 す ） 運 動 場 敷 地 　 　 保 有 2 , 6 0 0 ㎡
建 物 敷 地 　 　   保 有 6 , 1 0 0 ㎡

管理 ・ 普通 ・ 特 別教 室 棟
⑪ - 1　 R 3 ー 13 0 9

管理 ・ 普 通教 室 棟
⑪- 2 　 R 3 ー 9 5 6

普通 ・ 特 別教 室 棟
⑱ R 3 ー17 1 3

屋内 運 動 場
⑩ S1ー 7 5 0

プ ー ル

吹
キ

フ

フ

フ

フ

フ
フ

フ

万

万

門

門

外

水

水

防

防

受

文 部 科 学 省
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（令和4年度） 施設の配置図
縮

尺

1 / 6 0 0 （ B 4 ） 学

校

名
め ぐ ろ 小 学 校

（ 都 道 府 県 ） （ 市 町 村 ） （ 学 校 ）
整

理

番

号
0 0 4 2 － 3

1 3 1 1 0 0 3 5 20 5 10 15 20 25ｍ

昇降口

職員室

保健室

校長室

給食室

1－2
1－1

WC

WC
昇降口

倉庫

主事室

リフト

特別活動室

EXP　J

EXP　J

WC

WC

リフト

EXP　J

EXP　J

5－1

5－2

4－2

3－2

2－22－1音楽室音楽
準備室倉庫

WC

WC

リフト

EXP　J

6－1

6－2

特別活動室

図工室図工
準備室倉庫

理科室

理科
準備室

特別活動室
図書室

ポンプ

EXP　J

⑪-1

⑱

⑪-2

⑱

⑪-2

⑪-1

⑱

⑪-2

⑪-1

1 階

2 階
3 階

ステージ 屋内運動場

ギャラリー

ギャラリー

⑩

1 階

4－1

3－1

保 有 控 除 　 給 食 室 　 2 1 6 ㎡

文 部 科 学 省

　自校の子ども保護スペース

　学校管理機能維持スペース

　避難所管理機能維持スペース

　病弱者・負傷者の保護スペース

　新型コロナ感染者スペース(専用Ａ～Ｄ）

　ペット・放浪動物保護スペース

　一般避難者用利用スペース

特別活動室

防災倉庫の扉の裏側
に貼ってあります。
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被災文教施設応急危険度判定方法について

平成２６年７月

文部科学省大臣官房文教施設企画部

別紙　3



- 1 -



- 2 -



- 3 -

被災文教施設の応急危険度判定方法の策定趣旨

応急危険度判定は、大地震直後の二次災害を防止するために、被災建築物の余震による

倒壊の危険性および落下物の危険性等を判定し、当該建築物及び敷地または周辺建築物の

当面の使用可否を判定するもので、応急危険度判定士によって行われる。

文部科学省では、平成７年１月の阪神・淡路大震災において、文教施設の安全性を早急

に確認する必要があったことから、被災文教施設の設置者等からの要請を受け、調査団を

編成して被災地に派遣し、応急危険度判定に係る調査を実施した。

この経験を踏まえ、平成８年９月に「被災文教施設応急危険度判定に係る技術的支援実

施要領」及び「被災応急危険度判定に係る技術的支援実施要領の運用について」（以下「要

領」及び「運用」という。）を定め、被災文教施設の設置者等が応急危険度判定を実施す

ることが困難な場合に備え、その要請に応じ調査団を派遣する支援体制を整備してきた。

更に、平成１３年度には、文教施設を対象とした応急危険度判定マニュアルの作成を日

本建築学会文教施設委員会耐震性能小委員会に委託し、その成果として本書の「被災文教

施設応急危険度判定方法」がとりまとめられた。

平成２３年３月の東日本大震災においても、調査団を派遣し、同様に本書を活用し、調

査を実施した。

一般の建築物を対象とした解説書としては、「被災建築物応急危険度判定マニュアル」

（財団法人日本建築防災協会発行、１９９８年）があり、本書の被災文教施設応急危険度

判定方法は基本的にこのマニュアルを踏襲し、本質的には同じ判定方法を示したものであ

る。

ただし、文教施設に限定して使用されることを考慮し、調査シートを以下のとおり変更

している。

① 鉄骨造と鉄筋コンクリート造の混合構造であることが多い屋内運動場について、鉄

骨造の調査シート１枚の記入で調査を可能とした。

② 建築物用途の特定や、落下・転倒危険物の項目を文教施設に適用しやすいように変

更した。

③ 避難所としての使用可否についての判断にも繋がるように、設備などの安全性等の

項目を参考の調査項目として追加した。

なお、「被災建築物応急危険度判定マニュアル」（財団法人日本建築防災協会発行）か

ら変更または追加した解説の内容等に関する箇所は、下線により明示しており、他はすべ

て同マニュアルから引用している。
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文教マニュアルｐ34～36 参照 

調査表（RC 造） 
一部調査項目が違います。

文教マニュアル 
を参照し調査して下さい。

【落下危険物・転倒危険物の除去等】

危険度判定前に可能な限り危険物の除去・固定、防護物の設置、注意喚起表示などの措置を行ってください（必要に

応じ避難所運営員等に指示してください）。その状況に応じてＡ～Ｃランクを再判定し、総合判定してください。

 記入ガイド（ＲＣ造）  別紙４

文教マニュアルｐ38 参照 

【コメント欄の記入】

避難開設・運営の可否判定に影響します。特に判定結果が“要注意（黄色ステッカー）”になる場合は、次の記入例

を参照に、状況を詳細に記入してください。危険物の除去等の措置は、もれなく記入・報告してください。

（記入例） 構造躯体は「調査済み」判定とします。また落下・転倒危険物については、⑧⑨の項目で 

・ブロック塀が傾いているため注意喚起し、近寄らないよう措置をすることでＡランクとなり得ます。

・壁掛け時計が落下する危険性あるため、その部分を撤去することで、Ａランクとなり得ます。

以上を条件に総合判定を「調査済み」とすることも可能です。 

記入不要 

（あらかじめ印字済み） 

調査者 ＝ 安全確認協力員 

立会い者 ＝ 避難所運営員 

判定順位番号（あらかじめ赤で印字済み） 

※施設台帳の「施設の配置図」中の付番に対応します。



文教マニュアルｐ52・53参照 

文教マニュアルｐ53～56参照 

調査表（S造） 
一部調査項目が違います。

文教マニュアル 
を参照し調査して下さい。

 記入ガイド（S 造）    別紙５

文教マニュアルｐ57参照 

【落下危険物・転倒危険物の除去等】

危険度判定前に可能な限り危険物の除去・固定、防護物の設置、注意喚起表示などの措置を行ってください（必要

に応じ避難所運営員等に指示してください）。その状況に応じてＡ～Ｃランクを再判定し、総合判定してください。 

【コメント欄の記入】

避難開設・運営の可否判定に影響します。特に判定結果が“要注意（黄色ステッカー）”になる場合は、次の記入例

を参照に、状況を詳細に記入してください。危険物の除去等の措置は、もれなく記入・報告してください。

（記入例） 構造躯体は「調査済み」判定とします。また落下・転倒危険物については、⑧⑨の項目で 

・ブロック塀が傾いているため注意喚起し、近寄らないよう措置をすることでＡランクとなり得ます。

・壁掛け時計が落下する危険性あるため、その部分を撤去することで、Ａランクとなり得ます。

 以上を条件に総合判定を「調査済み」とすることも可能です。 

記入不要 

（あらかじめ印字済み） 

調査者 ＝ 安全確認協力員 

立会い者 ＝ 避難所運営員 

判定順位番号（あらかじめ赤で印字済み） 

※施設台帳の「施設の配置図」中の付番に対応します。
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